
資料４

県のこれまでの取組状況について

１ 取組方針について

(1) 取組方針の制定及び改定状況について

県契約に関する施策を総合的に推進するため、県では、基本理念に沿って取り組む

べき施策を体系的に整理し、とりまとめたものを県の取組方針として、平成31年3月に

公表し、これまでに契約審議会の審議を経て令和２年３月及び令和３年５月に改定を

行っている。（取組方針は資料６参照）

(2) 取組方針の進捗状況について

ア 実施済み取組項目数の進捗状況について

取組方針の制定からこれまで、取組方針の取組済み項目が１２件増加

(１０４→１１６）している。（３ページ参照）

【取組項目の推移】

調査年度 H30 R1 R2

既に実施している取組数 104 113 116

今後実施を検討する取組数 15 6 3

※令和3年度は、新型コロナ対応に伴う業務縮小により調査を実施していない。

※令和4年度は、これから調査を行い第２回審議会で報告予定。

イ 取組部局等の取組状況について

取組方針制定からこれまで、全部局の実施済み取組の数は、延べ１１１増加

（６６６→７７７）している。(資料５参照。緑色のセルがR1調査時に追加された

部局、青色のセルがR2年調査時に追加された部局。)

【取組部局等の推移】

調査実施年度 H30 R1 R2

取組実施済み部局等(延べ) 666 737 777

(3) 令和３年度以降の新たな取組事例について

令和３年度以降の新たな取組事例として、例えば、土木建築部においては、以下の

ような取組を行っている。

ア 建設工事入札参加資格審査及び等級格付基準の評価項目として、建設キャリアアッ

プシステムの登録、沖縄SDGsパートナーの登録、うちなー健康経営宣言の登録の３項

目を追加。（４～８ページ参照）

イ 「労務費見積もり尊重宣言」促進モデル工事の試行（下請企業からの労務見積を尊

重する企業を総合評価や工事成績で評価する取組）（９ページ参照）

ウ 建設キャリアアップシステム活用工事の試行（建設技能者の処遇改善や人材確保等

に資する取組）（10ページ参照）
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２ 県契約に係る法令遵守状況について

県が、県契約を締結した事業者の法令遵守状況を確認するため令和２年度に実施した調

査結果は以下のとおり。

(1) 事業者による社会保険等加入状況

健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険の全てにおいて未加入者はなかった。

（資料７の３ページ参照）

(2) 賃金の状況

沖縄県の地域別最低賃金（７９０円）未満の人数・割合は３人（０．２％）であっ

た。（資料７の４ページ参照)

３ 県契約の実施状況等について

県における契約状況（公共工事、庁舎管理等委託業務、物品の購入等における契約状況

は別添資料８のとおり。

2



取組方針の改定状況
【R1調査時に新たに実施済みとなった項目】

取組
番号

区分 取組内容 取組部局

10 業務委託
一般競争入札に係る公告及び結果の公表をホームペー
ジ等で行う。

知事公室、総務部、企画部、農林水産部、
商工労働部、土木建築部、病院事業局、教
育庁、選挙管理委員会

14 物品購入
一般競争入札に係る公告及び結果の公表をホームペー
ジ等で行う。

保健医療部、農林水産部、出納事務局

58 業務委託
庁舎等管理業務の契約において、労働関係法令遵守の
義務付けや、必要に応じて法令遵守状況の調査を可能
とする条項を契約書に明記する。

知事公室、総務部、環境部、保健医療部、
農林水産部、商工労働部、警察本部

64 工事請負
受注者（元請業者）と社会保険未加入者との下請契約
（二次以下含む。）を原則として禁止する。

企画部、農林水産部、土木建築部、教育庁

65 工事請負
下請業者が社会保険未加入建設業者である場合、受注
者に対しペナルティー（指名停止、工事成績評点減点
等）を実施する。

農林水産部、土木建築部、教育庁

66 工事請負
二次以下の下請業者について、社会保険加入状況を確
認するとともに、未加入の場合は改善指導を行う。

農林水産部、土木建築部、教育庁

69 業務委託
入札や企画競争の参加資格審査において、事業者が社
会保険の適用事業所の場合は当該保険に加入している
ことを要件とする。

総務部、環境部、商工労働部、病院事業
局、議会事務局、警察本部、監査委員事務
局

72 共通

入札参加資格審査や企画競争型随意契約の相手方選定
等において、事業者の健康診断の受診率、保健指導の
実施率及びがん検診の受診率及び受診勧奨等の状況を
評価する。

保健医療部

77 業務委託
建設関連業務において、業務環境改善要領を策定し特
記仕様書に明記する。

土木建築部

【R2調査時に新たに実施済みとなった項目】

取組
番号

区分 取組内容 取組部局

29 共通
談合情報に適切に対応するため、工事請負及び建設関連業務
委託以外の契約についても、談合情報対応マニュアル等を作
成する。

出納事務局

70 物品購入

「県が発注する物品の製造、買入れ、売払い等の競争入札に
参加する者の資格に関する規程」に定める競争入札参加資格
審査において、事業者の社会保険への加入状況を要件とす
る。

出納事務局

113 共通
沖縄県環境保全率先実行計画に基づき、受託事業者に対し
て、業務実施に当たっては環境に配慮を行うよう協力を求め
る。

教育庁
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令和５・６年度 建設工事入札参加資格審査及び等級格付基準

公共工事のうち発注件数や発注高が大きい特定の５業種(土木工事業、建築工事業、電気工事業、
管工事業、舗装工事業）については、建設業者の施工能力等に応じた発注を行うため、総合評点の
結果に基づき以下のとおり等級格付を行います。

１ 等級区分
業 種 等 級 区 分

土 木 工 事 業 特Ａ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ （５等級）
建 築 工 事 業 特Ａ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ （５等級）
電 気 工 事 業 Ａ、Ｂ、Ｃ （３等級）
管 工 事 業 Ａ、Ｂ、Ｃ （３等級）
舗 装 工 事 業 Ａ、Ｂ （２等級）

２ 等級格付の方法
３の経営事項審査の総合評定値に４の県独自評点（＝発注者別評価点）を加えた総合評点の上

位から格付けしていきます。
なお、総合評点による等級格付は、格付業種ごとに総合評点の分布、各等級の構成比、指名の

状況及び発注工事量等を勘案した上で決定します。

※等級格付は、県内に主たる営業所を有する県内業者で、上記１の５業種について行っており、
県外業者は資格の登録のみを行っています。

３ 経営事項審査総合評定値 （審査基準日：令和３年７月１日～令和４年６月30日）
建設業法に基づくもので、業者の経営規模、技術力、経営状況等を審査する企業評価制度であ

り、全国統一の評価基準により行われるものです。

４ 県独自評点（＝発注者別評価点）
今回採用された県独自評価の新基準は、次のとおりです。

(1) 工事成績（平均点）

工事成績の評点 55点 5 5 点 以 6 0 点 以 6 5 点 以 7 0 点 以 7 5 点 以 8 0 点 以 8 5 点 以 90点
（平均点） 未満 上 上 上 上 上 上 上 以上

6 0 点 未 6 5 点 未 7 0 点 未 7 5 点 未 8 0 点 未 8 5 点 未 9 0 点 未
満 満 満 満 満 満 満

付加点数 -25点 -20点 -15点 ０点 ＋20点 ＋30点 ＋40点 ＋50点 ＋60点

※ 土木建築部及び農林水産部、企業局、教育庁の発注工事で、令和２年度・令和３年度に完
成した土木・建築一式工事、電気・管・舗装工事の成績を、工種ごとに評価します。

(2) 技術者数
業 種 技 術 者 付加点数 備 考

１級技術者 １人につき ＋３点
土木工事業 ２級技術者 １人につき ＋１点

技術士 １人につき ＋３点 建設部門、農業部門、林業部門、
(上記技術者と重複可） 水産部門に限ります
１級技術者 １人につき ＋３点

建築工事業 ２級技術者 １人につき ＋１点
積算士 １人につき ＋３点
(上記技術者と重複可）

電気・管・ １級技術者 １人につき ＋３点
舗装工事業 ２級技術者 １人につき ＋１点

※ 令和４年７月１日以前に雇用された者で、同年12月１日現在の常勤の技術者とします。
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(3) 雇用の規模
令和４年７月１日現在における健康保険又は厚生年金保険の被保険者数
被保険者 １人につき ＋１点（但し50点を上限とします。）

(4) 新卒者雇用及び若年者雇用
ア 新卒者雇用
中学、高校、短大、大学、高専又は専門学校の新卒者（令和３年及び令和４年に卒業した者）
を、令和４年12月１日までに雇用した場合 ＋５点

イ 若年者雇用
前回基準日（令和２年12月1日）の前後１年以内に、雇用期間の定めのない常勤の従業員と
して中途雇用された雇用者で、中途雇用された時点の年齢が35歳未満かつ令和４年12月１
日現在で継続雇用している場合
（雇用の時点が令和元年12月1日から令和３年11月30日の間であること） ＋３点

(5) 障害者雇用（令和４年６月１日現在の雇用状況）
法定雇用の義務の有無 雇用の状況 付加点数

雇用義務達成 ＋５点
法定雇用義務がある場合 法定数以上に雇用 ＋５点／人（法定数を超える分）

雇用義務未達成 －５点
法定雇用義務がない場合 雇用している ＋５点／人

(6) 表 彰
表 彰 区 分 付与点数 備 考

土木建築部優良建設業者表彰
知 事 表 彰 各＋20点 令和３年度・令和４年度において
部 長 表 彰 各＋10点 表彰された工事。同一業種の重複
土木事務所長等表彰 各＋５点 は不可。

農林水産部優良建設業者表彰
知 事 表 彰 各＋20点 令和３年度・令和４年度において
部 長 表 彰 各＋10点 表彰された工事。同一業種の重複
農林土木事務所長等表彰 各＋５点 は不可。

企業局優良建設業者表彰 令和３年度・令和４年度において
局 長 表 彰 各＋10点 表彰された工事。同一業種の重複

は不可。
国土交通省指定統計調査大臣表彰 各＋８点 令和２年度から令和３年度までに
安全衛生大臣表彰 企業を対象とした表彰に限りま
雇用改善知事表彰 各＋５点 す。
安全衛生局長表彰

(7) 建設業退職金共済制度履行状況
手 帳 更 新 率 付与点数

手帳更新率＝決算期間内の手帳更新数÷更新対象者数 ７０％ ～ ９９％ ＋３点
※更新対象者とは、決算期末現在の常勤被共済者をい
う。ただし、決算期内に新規手帳を交付した者、既 １００％ ＋５点
存手帳所持者を新規採用した場合を除く。

※ 経営事項審査の基準日と同時期の履行状況、建設業退職金事業共済事業沖縄県支部による。
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(8) マネジメントシステムの認証取得
マネジメントシステムの認証取得 付与点数

ＩＳＯ ９０００シリーズの認証取得 ＋13点
ＩＳＯ１４０００シリーズの認証取得 ＋13点
エコアクション２１の認証取得 ＋５点
※ 取得業者で、令和４年12月１日現在において登録されていること。
※ 登録範囲に建設業が含まれていない場合及び登録範囲が一部の支店等に限られている場合
を除きます。

※ ＩＳＯ１４０００シリーズとエコアクション２１の重複加算は不可。

(9) 建設業法違反等
建設業法違反等 期 間 付与点数

指名停止措置 １か月未満 回数×(－20点)
１か月以上６か月未満 回数×(－30点)
６か月以上 回数×(－40点)

監督処分 指示処分 回数×(－20点)
営業停止 １か月未満 回数×(－30点)

１か月以上６か月未満 回数×(－40点)
６か月以上 回数×(－50点)

許可の取消処分 回数×(－60点)
（一部業種に係る）

※ 対象期間：過去２年間（令和２年度・令和３年度）。但し、同一事案で指名停止及び監督
処分が併せて行われた場合は、大きい方の点数により減点します。また、処分期間が年度を
またがる場合は、処分の発生年度を評価対象とします。

(10) 社会貢献等
下表の評価項目について、いずれかの建設業団体に加入しているとき、加算対象工種の欄に

掲げる業種に対して活動年数に応じて加点します。

評 価 項 目 加 入 団 体 加算対象工種 点数（活動年数）

１．労働安全対策 （一社） 土木一式工事
沖縄県建設業協会 建築一式工事 １年加入につき、１点付与する。

但し、上限は３０点とする。
２．技術研修等参 （一社） 電気工事

加状況 沖縄県電気管工事業協会 管工事 同上

（一社） 土木一式工事
３．地域貢献活動 沖縄県中小建設業協会 建築一式工事 同上

（一社） 舗装工事
沖縄県舗装業協会 同上

※ 団体への加入は、令和４年12月１日時点において在籍し、満１年以上加入しているこ
とを条件とします。

※ 複数の団体に加入している場合には、点数の高い方で評価します。
※ 過去において途中脱退があった場合には、その期間は団体活動年数の通算から除きます。

さらに、団体の令和２年度及び令和３年度の社会貢献事業等への取り組みに応じ、追加で加点し
ます。詳細は別添に定めます。（上限１０点）
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評価項目 内容 点数

１．労働安全 労働災害を防止するための取り組

対策 み等の実施 1回～2回 0 点

２．技術研修 建設産業の生産性の向上等（人材 3回～4回 1 点

参加等 育成、能力開発等） 5回以上 2 点

３，地域貢献 地域社会貢献活動（環境美化活動、

活動等 ボランティア活動等）の取り組み ※各評価項目

４．雇用改善 雇用改善（若年者入職の掘り起こ 毎に上記で

等 し等）の取り組み 加点する。

５．普及啓発 建設業の魅力発信・普及・啓発等

活動等 の取り組み

※各年度毎の合計点数を、足して２で割った点数を加点する。（小数点以下は切り上げ）

(11) 不当要求防止責任者の配置
暴力団等からの不当な要求に適切に対応するため、令和４年12月１日までに不当要求防

止責任者を配置した場合 ＋２点

(12) 協力雇用主の登録
保護観察対象者等の再犯防止・社会復帰支援のため、令和４年12月１日までに協力雇用主

の登録を行った場合 ＋２点

(13) 建設キャリアアップシステムの登録
令和４年12月１日までに建設キャリアアップシステムの事業者登録を行った場合 ＋５点

(14) おきなわＳＤＧｓパートナーの登録
令和４年12月１日までにおきなわＳＤＧｓパートナーの登録を行った場合 ＋５点

(15) うちなー健康経営宣言の登録
令和４年12月１日までにうちなー健康経営宣言の登録を行った場合 ＋５点

５ 等級格付の条件
総合評点の順位に関わらず、等級格付けについては次の条件を設定します。なお、１級技術者

は令和４年12月１日現在において在籍する者とし、同年７月１日以前に雇用されたことを要件
としないこと、また、土木・建築工事業の１級技術者とは建設業法等にいう技術者で、１級相当
の大臣認定者を除くこととします。
(1）土木工事業及び建築工事業の特Ａ、Ａ等級については、特定建設許可業者であること。
(2）土木工事業の特Ａは、１級技術者８名以上、Ａは３名以上を有していること。
（技術士は１級技術者に含めるが、同一人が重複して資格を保有している場合は１人とする。）

(3）建築工事業の特Ａは、１級技術者５名以上、Ａは２名以上を有していること。
(4) 電気・管・舗装工事業のＡは、１級技術者２名以上を有していること。
(5) 土木工事業及び建築工事業の特Ａ、Ａ、Ｂ、Ｃ等級及び電気・管・舗装工事業のＡ、Ｂ等級
は、電子入札対応業者であること。

(6) 新規登録者は、総合評点による等級より１等級下位に位置づける。なお、前回の入札参加資
格登録がない業者についても同様とする。

(7) 昇級は１等級上位を原則とするが、３等級以上の総合評点を有する場合のみ２等級上位に格
付ける。ただし、前回の登録において、電子入札の未対応により格付が降格した場合はその
限りでない。

(8) 降格は１等級下位を原則とするが、総合評点の２割を付与しても１等級下位の点数に満たな
い場合はその限りでない。

６ 申請の受付（２年毎の定期受付）
(1) 申請の要件
ア 建設業許可を受けていること。
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イ 不正行為・契約不履行等の事実から１年以上を経過していること。
ウ 有効な経営事項審査を受けていること。
エ 営業を開始して１年以上であること。
オ 年間平均で完工高があること。
ただし、格付業種については、年間平均完工高が５００万円以上あること。

カ 経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。
キ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は心身の故障により建設業を適正に営むこと
ができない者でないこと。

※ 社会保険・雇用保険・建設業退職金共済制度等・建設業労働災害防止協会に加入してい
ること。

(2) 申請受付期間及び受付場所 別紙のとおり。

(3) 申請の方法
県では、データ申請（USBメモリを活用した申請）を導入しています。今回の申請におい

ても、申請者の負担軽減、行政事務の効率化等の観点から、引き続き、データ申請を実施しま
すので、ご理解・ご協力をお願いします。
具体的なデータ申請の要領・手順については、県土木建築部技術・建設業課のホ－ムペ－ジ

にてご確認ください。（10月掲載予定）
なお、受付は窓口受け付けになりますので、申請内容について答えられる方に持参させてく

ださい。（県外業者を除く）
また新型コロナウイルス感染症の状況によっては申請方法が変更になる場合があります。そ

の場合は、県土木建築部技術・建設業課のホームページに掲載しますので、ご確認ください。

(4) 追加申請の受付
追加の資格審査申請については、令和５年度中に２回、別途期間を定めて実施します。

７ 特例措置の適用申請
官公需適格組合、経常建設共同企業体、合併等の企業再編に対する特例措置の適用申請につい

ては、別に定めます。

８ その他の留意事項
入札参加資格申請をした者が、次の各号の一に該当するときは、資格の登録を行わないことあ

るいは資格の登録を取り消すことがあります。
(1) 入札参加資格審査申請書又は添付書類中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な
事項について記載をしなかったとき。

(2) 審査のための実態調査に応じないとき。
(3) 警察からの通報等により、暴力団関係業者であると認められたとき。
(4) 審査の過程若しくは審査終了後、入札参加資格者として不適当であると認められたとき。

- 5 -8



沖
縄

県
「
労

務
費

見
積

り
尊

重
宣

言
」
促

進
モ

デ
ル

工
事

試
行

１
．

概
要

•
建

設
業

に
お

け
る

労
務

賃
金

改
善

に
関

す
る

取
り

組
み

を
促

進
す

る
た

め
、

沖
縄

県
土

木
建

築
部

発
注

の
建

設
工

事
に

お
い

て
、

総
合

評
価

方
式

や
工

事
成

績
評

点
に

お
い

て
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

を
付

与
す

る
モ

デ
ル

工
事

を
試

行
し

ま
す

。

２
．

対
象

工
事

•
沖

縄
県

土
木

建
築

部
が

総
合

評
価

方
式

で
発

注
す

る
建

設
工

事
で

、
発

注
者

が
必

要
と

認
め

た
工

事
と

し
ま

す
。

３
．

試
行

内
容

（
１

）
総

合
評

価
方

式
に

お
け

る
評

価
内

容

(２
)工

事
成

績
評

定
（
完

成
検

査
/
工

事
成

績
評

定
時

）

①
「
労

務
費

見
積

り
尊

重
宣

言
」
の

確
認

・
発

注
者

は
、

入
札

契
約

手
続

き
の

審
査

基
準

日
ま

で
に

、

入
札

・
契

約
参

加
企

業
が

「
労

務
費

見
積

り
尊

重
宣

言
」
を

決
定

・
公

表
(H

P
等

)し
た

事
実

を
確

認

※
H

P
の

写
し

、
及

び
決

定
・
公

表
し

て
い

る
H

P
の

U
R

L
が

確
認

で
き

る
資

料
を

申
請

書
と

あ
わ

せ
て

提
出

す
る

こ
と

。

②
労

務
費

（
労

務
賃

金
）
を

内
訳

明
示

す
る

旨
を

記
し

た
誓

約
書

の
確

認

・
発

注
者

は
、

入
札

・
契

約
手

続
き

参
加

企
業

か
ら

提
出

さ
れ

た
誓

約
書

を
確

認

➤
元

請
企

業
と

下
請

企
業

間
の

見
積

書
を

確
認

当
面

、
１

次
下

請
け

金
額

上
位

１
社

に
加

え
、

下
請

金
額

3
,5

0
0
万

円
以

上
（
当

初
、

変
更

含
む

。
）
の

1
次

下
請

を
対

象
と

し
確

認

①
見

積
書

に
労

務
費

（
労

務
賃

金
）
が

内
訳

明
示

さ
れ

て
い

な
い

場
合

②
見

積
書

に
加

え
注

文
書

に
労

務
費

（
労

務
賃

金
）
が

内
訳

明
示

さ
れ

て
い

る
場

合

※
 工

事
完

成
日

ま
で

に
｢労

務
費

見
積

り
尊

重
宣

言
｣を

公
表

し
た

事
実

を
確

認
で

き
る

こ
と

４
．

適
用

日

•
令

和
４

年
２

月
１

日
以

降
に

予
算

執
行

伺
い

を
決

裁
す

る
工

事
を

対
象

。
適

用
工

事
は

公
告

・
入

札
説

明
書

等
に

記
載

。

①
、

②
の

両
方

と
も

満
た

す
場

合

加
点

：
1
点

企
業

の
能

力
等

に
お

い
て

評
価

減
点

受
注

者
が

総
合

評
価

方
式

の
技

術
評

価
に

お
い

て
加

点
さ

れ
た

場
合

の
み

法
令

遵
守

等
_8

.そ
の

他
で

減
ず

る
措

置

加
点

受
注

者
が

総
合

評
価

方
式

の
技

術
評

価
に

お
い

て
加

点
さ

れ
て

い
る

場
合

に
加

え
て

、
加

点
が

な
い

場
合

で
も

、
工

事
完

成
検

査
時

に
お

い
て

（
２

）
②

を
満

た
す

場
合

は
加

点
対

象
と

す
る

「
５

．
創

意
工

夫
」
の

「
そ

の
他

」
に

お
い

て
評

価
す

る
。
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沖
縄
県

建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
（
CC

U
S）
活
用
工
事
試
行

１
．
概

要

•
沖

縄
県

土
木

建
築

部
で
は

、
建

設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
（
以

下
「
C
C
U
S
」
と
い
う
。
）
の

活
用

を
促

し
、
建

設
技

能
者

の
処

遇
改

善
並

び
に
中

長
期

的
な
建
設

技
能
者

の
確

保
及

び
育

成
に
資

す
る
こ
と
を
目

的
に
、
沖

縄
県

建
設

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
（
C
C
U
S
）
活

用
工

事
を
試

行
し
ま
す
。

２
．
対

象
工

事

•
沖

縄
県

土
木

建
築

部
が

発
注

す
る
全

て
の

建
設

工
事

を
対

象
と
し
ま
す
。

３
．
試

行
内

容

（
１
）
実

施
方

法

(３
)工

事
成

績
評

定
（
完

成
検

査
/
工

事
成

績
評

定
時

）

➤
発

注
者

は
、
C
C
U
S
活

用
工

事
の
発

注
、
又

は
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
特
記
仕
様
書
記
載

➤
受

注
者

は
、
契

約
の

締
結

後
、
工

事
着
手

前
に
C
C
U
S
活
用
の
希
望
の
有
無
報
告

➤
受
注
者
は
、
工
事
完
成
日
ま
で
に
、
登
録
事
業
者
率
、
登
録
技
能
者
率
、
就
業
履
歴
蓄
積
率
を
提

出

➤
達

成
状

況
の

確
認

に
お
い
て

基
準

の
全

て
を
達

成
し
た
場
合

加
点

（
２
）
達

成
状

況
の

確
認

➤
達

成
基

準
：
右

表
参

照
➤

対
象

期
間

現
場

着
手

日
～

完
成

日
（
後

片
付

け
、
休

日
等

を
除

い
た
も
の
）

➤
達

成
基

準
の

確
認

時
期

工
事
完
成
時
点

指
標

（
達

成
）
基
準

登
録
事
業
者
率

70
%

登
録
技
能
者
率

60
%

就
業
履
歴
蓄
積
率

30
%

①
登

録
事

業
者

率
：
C
C
U
S
登

録
事

業
者

の
数

／
元

請
、
下

請
企

業
の

数
②

登
録

技
能

者
率

：
C
C
U
S
登

録
技

能
者

の
数

／
技

能
者

の
数

③
就
業
履
歴
蓄
積
率
：

建
設

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
カ
ー
ド
の

カ
ー
ド
リ
ー
ダ
ー
ヘ
の

タ
ッ
チ
等
を
し
て
工
事
現
場
へ
入
場
し
た
技
能
者
の
数

（
各

技
能

者
の

タ
ッ
チ
日

数
の

合
計

）

／
工
事
現
場
へ
入
場
し
た
技
能
者
の
数

（
各

技
能

者
の

入
場

（
就

業
）
日

数
の

合
計

）

工
事

成
績
評
定
「
５
．
創
意
工
夫
」
の
「
そ
の
他
」
に
お
い
て
評
価
す
る
。

➤
基

準
を
１
つ
で
も
達

成
で
き
な
か

っ
た
場

合
減

点
は
行
わ
な
い
。

た
だ
し
、
未
逹
成

の
項
目

、
要

因
及
び
改

善
策

を
工

事
完

成
書

類
提
出

時
に
発

注
者

に
報

告
。

技
能

労
働

者
に
よ
る
日

々
の

カ
ー
ド
タ
ッ

チ
が

確
実

に
行

わ
れ

る
こ
と
を
日

的

４
．
適

用
日

•
令

和
４
年

２
月

１
日

以
降

に
予

算
執

行
伺

い
を
決

裁
す
る
工

事
を
対

象
。

•
C
C
U
S
と
は

、
技

能
者

の
資

格
・
社

会
保

険
加

入
状

況
・
現

場
の

就
業

履
歴

な
ど
を
登

録
・
蓄

積
し
、
技

能
者

の
適

正
な
評

価
等

に
役

立
て
る
た
め
の

仕
組

み
の

こ
と
。

技
能
者
に
は
個
人
用
の
カ
ー
ド
が

発
行
さ
れ
、
現
場
で
個
人

カ
ー
ド
を
IC
カ
ー
ド
リ
ー
ダ
ー
に
読

み
取

ら
せ

、
就

業
履

歴
を
記

録
、
シ
ス
テ
ム
に
デ
ー
タ
が

蓄
積

さ
れ

る
。
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